
№ 項目 経営強化プラン 令和5年度実績 未達成であった場合はその理由

1

「役割・機能の
最適化と連携の
強化」のうち医
療機能や医療の
質、連携の強化
等に係る数値目
標

救急患者数　　　　　4,300人
うち救急搬送受入患者数　 1,000人
手術件数　　　　　　　210件
年間延べ患者数
　入院　　　　　　 25,000人
　外来　　　　　　 47,000人
透析件数　　　　　　3,700件
臨床研修医受入人数　　　9人

救急患者数　　　　　4,131人
うち救急搬送受入患者数　 1,046人
手術件数　　　　　　　189件
年間延べ患者数
　入院　　　　　　 24,940人
　外来　　　　　　 46,694人
透析件数　　　　　　3,665件
臨床研修医受入人数　　　9人

入院患者数▲60人、外来患者数▲306人となるなど、計画
値（決算見込値）を下回ったものの概ね近似値となってい
る。

2

「経営の効率化
等」のうち
経営指標に係る
数値目標（主な
もの）

経常収支比率　 　　 97.1％
医業収支比率　　　　78.2％
修正医業収支比率　　64.5％
病床利用率（一般）   63.9％
病床利用率（療養）   45.7％
職員給与費対医業収益比率  68.2％
材料費対医業収益比率 19.8％
委託料対医業収益比率 16.7％
診療単価
　入院（一般）　　 38,700円
　入院（療養）　 　17,400円
　入院　　　　　 　32,000円
　外来　　　　　　 11,100円
職員数　　　　　　　　170人
医師数　　　　　　　　 10人
企業債残高　　　1,179百万円

経常収支比率　 　　  89.2％
医業収支比率　　　　 75.8％
修正医業収支比率　　73.8％
病床利用率（一般）   64.0％
病床利用率（療養）   48.0％
職員給与費対医業収益比率  71.2％
材料費対医業収益比率 19.4％
委託料対医業収益比率 17.5％
診療単価
　入院（一般）　　 35,929円
　入院（療養）　 　16,686円
　入院　　　　　 　32,950円
　外来　　　　　　 11,193円
職員数　　　　　　　　168人
医師数　　　　　　　　 10人
企業債残高　　　1,171百万円

令和５年度決算見込値において、他会計負担金を過大に見
込んでいたため、医業外収益が計画値を大きく下回ったこ
とから、経常収支比率等の経営指標で計画未達成となっ
た。
病床利用率、材料費対医業収益比率、職員数、医師数、企
業債残高については、計画値を達成できた。

3

「経営の効率化
等」

〔民間的経営手法の導入〕
①経営分析サービス等の活用
　病院経営に関する経営分析サービス等を活用し、
経営指標を可視化することで現状の問題点の洗い出
しや、経営分析を行う。
②全ての病院職員が経営参画意識を持ち、患者サー
ビスの向上によって患者を増やし経営向上に努め
る。

①経営分析サービスを活用した経営分析を開始した。
②管理者会議における決定事項を全医師及び各部署長が出席する病院運営
協議会で報告するとともに、随時、経営状況を報告して問題意識の共有を
図っている。患者様からの意見箱を設置しており、対応可能なものは対応
した。看護部では毎月接遇委員会を開催しており、患者サービス向上に努
めている。

〔事業規模・事業形態の見直し〕
①療養病床の見直し
　令和5年4月1日時点で24床を有する療養病床の削減
や廃止、県の病床機能分化・連携推進施設等整備事
業補助金や国の病床転換助成事業交付金などを活用
した介護保険施設等への転換について検討する。

①令和5年10月に、療養病床4床を介護医療院へ転換した。
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4

「経営の効率化
等」

〔収入増加・確保対策〕
①引き続き近畿大学医学部との連携を密にし、必要
な医師数を確保することにより安定した診療体制の
維持・充実に努める。
②手術件数、病床利用率の向上に努める。
③診療所等との連携を深め、紹介率の向上に努め
る。
④リハビリ機能の充実、検査機能の充実、服薬指導
の実施、化学療法の実施など診療機能の向上に努め
る。
⑤糖尿病教育入院の啓発を実施する。
⑥医師などの出張公開講座の実施、広報誌、ホーム
ページ、SNSを活用した町民への広報活動充実により
患者数の確保に努める。
⑦未収金徴収の強化を図るとともに、内容について
精査・検証する。
⑧旧串本病院跡地の一般会計への売却について検討
する。

①定期的に近畿大学医学部を訪問し、派遣元の教授に状況報告を行うとと
もに信頼関係を築き、安定して医師を派遣いただくよう努めた。管理者を
含め常勤医師数10名。
②手術件数189件、病床利用率（一般）64.0％（療養）48.0％（計）
60.8％。
③紹介率50.0％（前年度比+9.4％）
④作業療法士を引き続き2名配置しているほか、通所リハビリテーション
事業を行っている。小児科の午後診療、日曜診療、睡眠時無呼吸症候群外
来、おねしょ外来、禁煙外来、レスパイト入院、緊急時一時保護入院の受
け入れなどを行い、診療機能の充実を図った。また、診療単価の向上を
図った。
⑤平成28年度より糖尿病教育入院の啓発チラシを配布している。
⑥医師による出張公開講座を開催している。病院広報誌「うみつばめ」の
発刊やSNS（フェイスブック）による広報活動を行っている。
⑦未収が発生した場合は電話連絡し、なお入金が確認できない場合に文書
にて督促を行うなど速やかに対応し未収金発生を抑制している。
⑧駐車場として舗装した部分は、大江戸温泉物語グループ株式会社に貸付
を行っている。未舗装部分については、建設業者への貸付を行っている。

②病床利用率（一般・外来）ともに計画値（決算見込値）
を上回ったが、主に外科の手術件数の減少により計画値を
下回った。

5

医師・看護師等
の確保と働き方
改革

〔医師・看護師等の確保と働き方改革の概要〕
（１）医師・看護師等の確保
（２）臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確
保
（３）医師の働き方改革への対応
医師の時間外労働規制が開始される令和 6 年度に向
け、IC カードによる勤怠管理（出退勤記録）システ
ムを導入し、適切な労務管理を推進する。また、医
師の負担軽減のため、看護師、医療技術員、事務職
員等によるタスクシフト/シェアの推進を検討する。

（1）当直応援医師を確保した（毎月第3土曜日9時から日曜日17時まで）
（2）研修医９名（近畿大学７名、労災病院２名）を受け入れた。
（3）病棟業務の効率化
通信機能付きバイタル機器（体温、血圧、パルスオキシメーター）による
電子カルテ入力作業の効率化を行っている。音声入植ソフトAmiVoicを導
入し、音声入力することにより記録時間を削減。
（3）当直医師の負担軽減
院外閲覧端末を３台導入。内科２名と整形外科１名が院外閲覧端末により
WEBカルテビューアを閲覧可能とし、他の医師に助言できるようにしてい
る。
（3）労働基準法第36条に基づく36協定を締結。断続定な宿直又は日直勤
務許可（Ａ水準として年間960時間）を取得。

〔経費削減・抑制対策〕
①後発医薬品の使用拡大による薬品費の削減など、
材料費の抑制に努める。
②業務委託内容について再度精査し、委託料の削減
に努める。
③医療機器について計画的に購入することや新規導
入の抑制により、購入費の平準化・削減に努める。
④照明や機器等の節電をより一層徹底し、光熱水費
の削減に努める。また、不要なコピーなどの無駄を
なくし、消耗品等の節減に取り組む。

①材料費（計画）295百万円（実績）292百万円 ▲3百万円
毎月開催している薬事委員会において後発医薬品への変更を要請し後発医
薬品使用率を高めた。在庫の医薬品の使用期限の管理を徹底し、薬品の廃
棄がおこらないよう努めており、他の診療材料についても安価のものに置
き換えることや交渉を行うことにより価格抑制に取り組んだ。
②委託料（計画）269百万円（実績）265百万円 ▲4百万円
医療機器の保守料を中心に契約の見直しを行い、委託料の削減に取り組ん
だ。
③医療機器等購入費（計画）395百万円（実績）390百万円 ▲5百万円　購
入機器の精査を行い、購入費用の削減に取り組んだ。
④光熱水費（R4）45百万円（R5）43百万円 ▲2百万円
消耗品費等はSPD(院内の物流を一括管理する業務）での管理により無駄な
支出がないよう徹底するなど、費用を削減した。
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6

経営形態の見直
し

〔経営形態の見直しの概要〕
①非公務員型の地方独立行政法人化
②指定管理者制度の導入
③民間譲渡
④事業形態の見直し

④事業形態の見直し
介護医療院の定員を増員（４名増）と病床数の削減（４床減）を行った。

7

新興感染症の感
染拡大時等に備
えた平時からの
取組

〔新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取
組の概要〕
①新興・再興感染症などの様々な感染症に対応可能
な医療提供体制の構築、感染症に対応する人材
（ICN：インフェクションコントロールナースを含め
た）の育成、感染症防止対策を想定した医療提供体
制の維持に必要な医療材料、備品の確保などを進め
ていく。②、和歌山県と当院間で「新型インフルエ
ンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る医療
を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定」
を締結し、協定に基づいて、新型インフルエンザ等
感染症、指定感染症又は新感染症が発生した際に、
速やかに感染症病床及び一般病床の一部を確保病床
へ転用して対応する。

①感染対策委員会の設置
　院内における病原体の感染を防止、患者様及び職員の安全を守るため設
置。感染対策チーム（ICT：インフェクションコントロールチーム）を下
部の組織と位置づけ、一定の権限を与えて強力に支援し、病院の感染管理
のために方針作成と最終決定機関として機能する。
　病床：陰圧室２床、個室２床
　備蓄品：ガウン、フェイスシールド、M95マスク
②令和６年１月３１日に、和歌山県との間で医療機関措置協定を締結。

8

施設・設備の最
適化

〔施設・設備の最適化の概要〕
①施設・設備の適正管理と整備費の抑制
長期的な経営視点を持ち、戦略的に設備の更新を進
めいく。医療機器の更新・新規導入は、経費の抑制
や削減に努めるとともに、採算性の検証を十分に行
い、進めていく。
②デジタル化への対応
勤怠管理（出退勤記録）システムやWeb給与明細シス
テムを導入し、セキュリティ対策の向上に努めま
す。

①令和５年度は、電子カルテの更新費用が多額となった。予算編成の段階
で医療機器の更新・新規導入の選択と経費抑制・削減に努めている。な
お、建設改良費は、令和５年度の計画値（決算見込値）と比較し▲5百万
円となった。
②デジタル化への対応
　勤怠管理（出退勤記録）システムやWeb給与明細システムは、令和６年
度からの実施に向けた取組を行った。


